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「パワーエレクトロニクスインバータ基盤技
術開発プロジェクト」

（事後評価）第１回分科会 資料５－２（１）

５．プロジェクトの概要説明

５．１ 事業の位置づけ・必要性

５．２ 研究開発マネジメント

５．３ 研究開発成果研究開発成果

５．４ 実用化の見通し
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１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

社会的背景社会的背景

地球温暖化対策は喫緊の世界的、国家的課題

抜本的ＣＯ２排出抑制、省エネ技術の必要性

事業の目的

抜本的ＣＯ２排出抑制、省エネ技術の必要性

事業の目的

SiCパワーエレクトロニクスの実用化による

省 ネ 低炭素社会 実現省エネ／低炭素社会の実現

損 高 高 久性 優 パ低損失、高耐圧、高耐久性に優れるSiCパワー

デバイスとこれを用いたインバータの基盤技術を開発

３／２７

１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

産業技術政策上における位置付け産業技術政策上における位置付け

経済産業省 研究開発プログラム「ITイノベーションプログラム」及び「エネ
ルギ イノベ ションプログラム」の1テ マとして実施

産業技術政策上における位置付け産業技術政策上における位置付け

産業技術産業技術
第３期科学技術第３期科学技術

基本計画基本計画

■ 継続的イノベーションを具現化するための科学技術の研究開発基盤の実現
■ 革新的IT技術による産業の持続的な発展の実現
■ すべの国民がITの恩恵を実感できる社会の実現

ルギーイノベーションプログラム」の1テーマとして実施

政策政策
ITIT新改革戦略新改革戦略

す 国民 恩恵を実感 きる社会 実現

■いつでも、どこでも、誰でも ＩＴの恩恵を実感できる社会の実現

Ｉ Ｔイノベーションプログラム実行プログラム１実行プログラム１

● 省エネ革新

パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発プロジェクトパワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発プロジェクト

Ｉ Ｔイノベ ションプログラム実行プログラム１実行プログラム１
経
済
産
業 パワ エレクトロニクスインバ タ基盤技術開発プロジェクトパワ エレクトロニクスインバ タ基盤技術開発プロジェクト

●次世代省エネデバイス技術

エネルギーイノベーションプログラム （①総合エネルギー効率の向上）実行プログラム２実行プログラム２

業
省

●次世代省エネデバイス技術

パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発プロジェクトパワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発プロジェクト
事業原簿 １－５項 ４／２７



１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

NEDONEDO中期目標における位置付け中期目標における位置付け

学校

NEDO中期目標に掲げる「高度な情報通信社会の実現」のため、電子・情報技術開発分野の
半導体技術開発の一環として実施。

NEDONEDO中期目標における位置付け中期目標における位置付け

病院

自治体

企業 無線基地局

ネットワークトラフィックの増加に対応した
有線・無線ネットワークの高速化・大容量化・高信頼化

教育・生涯学習への活用
e ラーニングの飛躍的な高度化

健康・医療への活用

外出先と自宅での

家庭内

操作が可能な
情報家電の実現

省エネルギーの実現

NEDONEDO 中期目標中期目標
■ 誰もが自由な情報の発信・共有を通じて、個々の能力を

半導体技術開発の 環として実施。

サービス
センター

店舗

ホームゲートウェイ
ＡＶサーバ

サーバーの高機能化・高信頼化

大容量ストレージの実現

きめ細やかなコンテ
ンツビジネスの実現

家庭と職場との
コミュニケーション

外出先での
コミュニケーション

コミュニケーション

コミュニティでの相互互換性

ポータブルディスプレイの高機能化
フレキシブルディスプレイの実現

遠隔催物型コンテンツ
ビジネスの実現

家庭内での相互接続性

携帯・車載情報機器の高機能化

■ 誰もが自由な情報の発信 共有を通じて、個々の能力を

創造的かつ最大限に発揮することが可能となる高度な
情報通信（ＩＴ）社会の実現

■ 我が国経済の牽引役と しての産業発展の促進

「パワ エレクトロニクスインバ タ 家庭内での相互接続性・

運用性、セキュリティの確保

技術基盤としての半導体
の高集積化、低消費電力化等 半導体

技術基盤としての半導体
の高集積化、低消費電力化等 半導体

「パワーエレクトロニクスインバータ
基盤技術開発プロジェクト」

2003
（H15）

2004
（H16）

2005
（H17）

2006
（H18）

2007
（H19）

2008
（H20）

2009
（H21）

2010
（H22）

2001
（H13）

2002
（H14） （H15） （H16） （H17） （H18） （H19）

メモリの小型大容量化、高速化

半導体デバイスの高集積化、低消
費電力化

（H20） （H21） （H22）（H13） （H14）

ストレージ・メモリ技術ストレージ・メモリ技術

半導体技術半導体技術

情報システムの低消費電力化

容 、高

ネットワークの大容量化・高信頼化、
機器の低消費電力化

ト ジ リ技術ト ジ リ技術

ユーザビリティ技術ユーザビリティ技術

コンピュータ技術コンピュータ技術

ネットワーク技術ネットワーク技術

５／２７

ユ ザビリティ技術ユ ザビリティ技術
ユーザフレンドリなヒューマン・イン
タフェース、機器の低消費電力化

機器 低消費電力化 必要性機器 低消費電力化 必要性

１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

ITIT機器の低消費電力化の必要性機器の低消費電力化の必要性

ブロードバンドの普及
IT機器の高性能・多機能化
設置台数の急激な増加

消費電力の急激な増大
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サーバ、ネットワーク機器、PC及びディスプレイの消費電力量インターネット内の情報流通量の推計（’06-’25）
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出所：グリーンITイニシアチブ会議資料（2007年12月6日）
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これまでのパワーデバイスの損失の変遷これまでのパワーデバイスの損失の変遷

１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

これまでのパワ デバイスの損失の変遷これまでのパワ デバイスの損失の変遷

・ パワーデバイスの電力損失は20年間で約1/3まで低減されてきた。
・ 更なる高性能化の要求に応えるためには、“イノベーション”が必要。更なる高性能化の要求に応えるためには、 イ ション が必要。

最近最近最近、最近、
損失減少は損失減少は
鈍化傾向鈍化傾向

ＳｉＣデバイスのＳｉＣデバイスの
実用化により実用化により実用化により、実用化により、
一層の損失一層の損失
低減が可能低減が可能

７／２７

１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

ワイドギャップワイドギャップ SiC SiC の物性的優位性（対の物性的優位性（対 Si Si ））

SiC/Siの比 SiC値 Si値SiC/Siの比 SiC値：Si値

① バンドギャップ [ev] ～３倍 ３．２ ： １．１

② 絶縁破壊電界 [106V/ ] １０倍 ３ ０ ０ ３② 絶縁破壊電界 [106V/cm] ～１０倍 ３．０ ： ０．３

③ 飽和電子速度 [106Vcm/s] ～２倍 ２２ ： １０

④ 熱伝導率 [W/( K)] ３倍 ５ ０ １ ５④ 熱伝導率 [W/(cm・K)] ～３倍 ５．０ ： １．５

SiCSiCをデバイス化した時の特長をデバイス化した時の特長

・・ 耐電圧が大きい。高温での動作が可能耐電圧が大きい。高温での動作が可能。。

厚みを薄くできるので厚みを薄くできるのでデバイスのオン抵抗値が小さいデバイスのオン抵抗値が小さい

SiCSiCをデバイス化した時の特長をデバイス化した時の特長

・・ 厚みを薄くできるので厚みを薄くできるのでデバイスのオン抵抗値が小さいデバイスのオン抵抗値が小さい。。

・・ 速いデバイス速いデバイス ＝＝ 高周波特性が良い高周波特性が良い。。

・・ 熱伝導性が良く、熱伝導性が良く、高パワー密度高パワー密度に対応できる。に対応できる。

事業原簿 １頁 ８／２７

熱伝導性が良く、熱伝導性が良く、高 ワ 密度高 ワ 密度に対応できる。に対応できる。



半導体分野の半導体分野のNEDONEDO技術ロ ドマップ（技術ロ ドマップ（20092009年版）における位置付け年版）における位置付け

１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

半導体分野の半導体分野のNEDONEDO技術ロードマップ（技術ロードマップ（20092009年版）における位置付け年版）における位置付け

技術分野 評価パラメータ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７ ２０１８

DRAMハーフピッチ（ｎｍ）→ 52 45 40 36 32 28 25 22.5 20 17.9

分野構造

ashメモリハーフピッチ（ｎｍ）→ 40 36 32 28 25 22.5 20 17.9 15.9 14.2

ジックM1ハーフピッチ（ｎｍ）→ 52 45 40 36 32 28 25 22.5 20 17.9

ロジックノード（ｎｍ）→ 32 28

大項目 中項目 小項目 重要課題 SiCSiCパワーデバイス技術パワーデバイス技術
（材料・プロセス、回路・制（材料・プロセス、回路・制

ロジックノ ド（ｎｍ） 32 28

変換器出力パワー密度

(W/cm
3
)

10 15 20 30

MOSFET ON抵抗(mΩcm2)
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5@1.2kV 3@1.2kV低損失
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ィ

ワ
イ
ド
バ

パ
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ー
デ

御、実装）の開発御、実装）の開発RMRMが描が描
かれている。かれている。

定格電流 (A) @耐圧
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10

@1.2kV

30
@600V
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60
@600V
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200
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大容量

半
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体
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ー
ト
デ

パ
ワ
ー
デ
バ
イ

ン
ド
ギ
ャ
ッ
プ

バ
イ
ス

材料・デバイス構造
材料・プロセ

ス・デバイス技
術

SiC-SBD

SiC-MOS
FET

SiC-パ
ワーIC

体 バ
イ
ス

イ
ス

プ
半
導
体

回路・制御技術
回路・制御

技術

SiC-IGBT

GaN-スイッチング
HFET: ノーマリON

ノーマリ
OFF

ワイドバンドギャップ半導体デバイス特性
に適した回路・制御技術

高温実装実装技術
デバイス温度225℃

動作実装技術

９／２７事業原簿 １頁

日本企業の競争力日本企業の競争力

１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

現在、世界全体の約現在、世界全体の約1/31/3以上のシェアを日本企業以上のシェアを日本企業

日本企業の競争力日本企業の競争力

が有するが、今後も日本が国際的に優位な位置をが有するが、今後も日本が国際的に優位な位置を
占めるには、国家プロジェクトの推進が不可欠。占めるには、国家プロジェクトの推進が不可欠。

アメリカアメリカ

欧州欧州 International Rectifier

Fairchild Semiconductor

10.3%

日本日本

Vishay 
Intertechnology

7.4%

7.1%
28.9%

その他

Intertechnology

STMicroelectronics 
9.3%

4 1%
3.9%

ルネサス
テクノロジ

9.3%
Infineon Technology8.2%6.4%

5.1%

4.1%
NECエレクトロニクス

富士電機デバイス
ジ

三菱電機
テクノロジー 東芝

１０／２７



１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

ＳｉＣデバイス開発に向けた各国の取り組み状況（１）ＳｉＣデバイス開発に向けた各国の取り組み状況（１）ＳｉＣデバイス開発に向けた各国の取り組み状況（１）ＳｉＣデバイス開発に向けた各国の取り組み状況（１）

・ウェハ量産技術では米国に大きく遅れ。・ウェハ量産技術では米国に大きく遅れ。
・デバイスでは・デバイスでは SiCSiCダイオードの製品化で欧州に実績ありダイオードの製品化で欧州に実績あり

企 業 概 要 動 向

デバイスでは、デバイスでは、SiCSiCダイオ ドの製品化で欧州に実績あり。ダイオ ドの製品化で欧州に実績あり。

日 本

三菱電機／ローム／日立
／東芝／パナソニック／デ
ンソー／富士電機デバイス
テクノロジ／新日鐵／昭和

1０年以上にわたり基礎技術研究、インバー
タ基盤技術開発を実施。国家支援により、実
用化検討ができる段階まで技術レベルが向
上

ウェハでは新日鐵、
デンソーが取り組み。
デバイス、応用機器
までの研究開発をテクノロジ／新日鐵／昭和

電工など
上。

までの研究開発を
推進。

米 国
Cree／Semisouth／

DARPAの資金により育成されたCree社のウ
ェハ、エピ、デバイス技術は世界トップレベル。

ウェハの技術、シェ
アともにトップレベ

米 国
／ ／

NorthropGrumman
、 ピ、デ イス技術は世界トップレ ル。

ウェハの量産技術は特に強い。GaN－LED
用基板としてのSiC基板でビジネスが成立。

アともにトップレ
ルのCree社を中心
に展開。

ウェハはSicrystaｌ社

欧 州
Infineon/STマイクロエレクト

ロニクス／Sicrystal

Infineon社はSiCダイオード製品化の先駆。近
年、STマイクロ社も量産開始。太陽光発電用
としてドイツのフラウンフォッファー研究所が
All－SiCインバータに取組。

y
（世界シェア第３位）
が有力。SiCダイオ
ードに実績のある
Infineon社に優位性
あり。

１１／２７事業原簿 ６～７頁

１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

ＳｉＣデバイス開発に向けた各国の取り組み状況（２）ＳｉＣデバイス開発に向けた各国の取り組み状況（２）

団体 概 要 技術動向
優位
性

ＳｉＣデバイス開発に向けた各国の取り組み状況（２）ＳｉＣデバイス開発に向けた各国の取り組み状況（２）

性

日 本
新機能素子研究

開発協会
(1981年)

○日立、東芝、三菱電機、日本電気、富
士など２７社による財団法人。
○産総研、各大学とも連携し、研究開発

ウェハからデバイス、応用機器
までの研究開発。

○
(1981年)

を推進。

CPES ○バージニア工科大学など５大学、インテルなど８０

研究分野は、個別領域では、①先進的
パワー半導体技術、②実装対応型材料
技術、③高密度実装技術、④発熱対応
実装技術 ⑤制御及びセンサ実装技術

米 国

(Center for 
Power 

Electoronics
Systems)

○バ ジ ア工科大学など５大学、インテルなど８０
社のコンソーシアム
○資金は1998年～2008年までで60～70億円
○研究活動は、①NSFによる資金をベースとするも

の、②会員企業からの会費に基づくもの、③個別共
同研究契約に基づくもの、に分けられる。

実装技術、⑤制御及びセンサ実装技術
を対象にするとともに、統合技術として
は、①統合パワーエレクトロニクスモジ
ュールベース電力変換技術及び②統合
パワーエレクトロニクスモジュール応用
技術(標準モジ ル モ タドライブ向

○

y )
(1998年)

技術(標準モジュール、モータドライブ向

けモジュール及び高出力向けモジュー
ル)を扱う。

○CPESの活動に危機感を強めた欧州の企業主導

欧 州

ECPE(European 
Center for 

Power 
Electoronics)

で設立した。（現在はABB、ALSTOM、BOSCHなど
32社）
○活動内容は①Pre-competitiveな研究の推進（パ
ートナー探しのプラットフォーム）②教育・人材育成
と仕事の紹介③ＰＲとロビー活動。Principal 

ECPEの問題としては、ドイツ国の色

合いが強いこと、中立性を保つため
に戦略的にアクションは起こしにくい
こと、などがある。

○

(2003年) Partnerのお金を大学に与え研究を行う場合は
資金は主要パートナーからの総額10億円程度。

こと、などがある。

１２／２７事業原簿 ６～７頁



１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

SiCSiCデバイスの市場予測デバイスの市場予測

・・ 20102010年以降、年以降、SiCSiC素子の市場は大きく伸び、素子の市場は大きく伸び、

SiCSiCデバイスの市場予測デバイスの市場予測

20102010年以降、年以降、SiCSiC素子の市場は大きく伸び、素子の市場は大きく伸び、
・・ 20152015年には約８００億円の市場規模が予測される。年には約８００億円の市場規模が予測される。

年率６０～７０％の伸び年率６０～７０％の伸び年率 伸年率 伸

年率２７％の伸び年率２７％の伸び

１３／２７出展：日経エレクトロニクス 2008.11.17出展：日経エレクトロニクス 2008.11.17

１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

国内外の研究開発の動向 事業目的の妥当性国内外の研究開発の動向 事業目的の妥当性

SiCSiCデバイス開発の世界動向デバイス開発の世界動向

国内外の研究開発の動向；事業目的の妥当性国内外の研究開発の動向；事業目的の妥当性

デ イ 開発 世界動向デ イ 開発 世界動向

電力変換器のパワー密度は、この３０年で２桁向上した。電力変換器のパワー密度は、この３０年で２桁向上した。
高パワー密度化は電力変換器に求められるトレンドである。高パワー密度化は電力変換器に求められるトレンドである。

１４／２７



省エネルギー効果省エネルギー効果

１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

省エネルギ 効果省エネルギ 効果

20302030年までの年までのSiCSiCデバイス適用による省エネ効果予測デバイス適用による省エネ効果予測

５３９０万ｋｌ/年５３９０万ｋｌ/年５３９０万ｋｌ/年５３９０万ｋｌ/年

２１３７万ｋｌ/年２１３７万ｋｌ/年２１３７万ｋｌ/年２１３７万ｋｌ/年

事業原簿 ３～５頁 １５／２７

１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

本プロジェクト本プロジェクト
に至る経緯に至る経緯

SiCバルクウェハ開発(*)
極低抵抗化技術

調達平成１8－１9年度
（約0．8億円）

超低損失電力素子技術開発

平成１０ １４年度

SiCエピウェハ

コンソーシアム

高品質エピウェハ

パワーエレクトロニクス
インバータ

基盤技術研究開発
平成18‐20年度

調達

SiCデバイス実用化研究

平成１０－１４年度
（約61億円）

平成１５－１７年度(*)

技術開発
平成 年度

（約４０億円）

①高効率・高密度インバータ

ユニット技術開発

１４ｋＶＡ三相インバータ

損失を 低減
SiCデバイス実用化研究

自動車用モジュール開発

（約6．6億円）
汎用モジュール開発

（約2．7億円）

SiCウェハ加工技術の研究

ユニットの損失を７０％低減

②高効率・高密度インバータ

革新的高度化

基盤技術開発（約2．0億円）

SiCデバイス先導研究

革新的省エネDiodeの開発

（約１．２億円）
高パ 密度 化 究

基盤技術開発

信頼性、大容量化、高パワー

密度・限界損失設計

高パワー密度・汎用化研究

開発（約3．２億円）

(*)「エネルギー使用合理化技術

戦略的開発事業」

III族窒化物
窒化物半導体を用いた低消費電力型高周波デ
バイスの開発（H14～H18）（約32億円）

SiC半導体／デバイス事業化／普及戦略調査研究：技術流れ ：ウェハ流れ

１６／２７事業原簿 ７頁



１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

NEDONEDOプロジェクトとしての必要性プロジェクトとしての必要性

情報通信技術の公共性、民間企業だけでは開発が困難なこと、技術的
英知結集の必要性から、NEDOプロジェクトとして取り組むことが必要。

NEDONEDOプロジェクトとしての必要性プロジェクトとしての必要性

◆ 情報通信技術は、高度情報化社会の実現に不可欠

本プロジェクトは、高度情報化社会の実現に不可欠なＳｉＣパワエレ技術の高度化が目的。

◆ 個々の民間企業では、技術開発は困難
ＳｉＣインバータの実用化には、多岐に亘る高難度のパワエレ基盤技術開発が必要。
市場原理のみによってＳｉＣインバータの実用化を図ることは困難。

◆ 産官学連携による技術的英知の結集が必要
我が国のパワエレ技術分野における技術優位性と産業競争力を確保するには、
産官学連携による基盤技術の早期解決が必須産官学連携による基盤技術の早期解決が必須。

「パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発」プロジェクト「パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発」プロジェクト
①高効率・高密度インバータユニット技術開発

ＮＥＤＯ技術開発機構が関与すべき事業

研究開発項目

１７／２７

①高効率 高密度 技術開発
②高効率・高密度インバータ革新的高度化基盤技術開発研究開発項目

実施の効果実施の効果 （費用対効果）（費用対効果）

１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

実施の効果実施の効果 （費用対効果）（費用対効果）

◇ 費用の総額 ： ４０．４億円

◆ 市場の効果(2015年時点) ※成功確率１００％で計算

SiCデバイス市場（世界） ： 約８００億円

◆ 省 ネルギ 効果（SiCデバイス利用効果）◆ 省エネルギー効果（SiCデバイス利用効果）

２１３７万ｋｌ/年 （（20202020年推定、年推定、原油原油換算）換算）年

５３９０万ｋｌ/年

（（20202020年推定、年推定、原油原油換算）換算）

（2030年推定、原油換算）

事業原簿 １～４頁 １８／２７



「パワーエレクトロニクスインバータ基盤技
術開発プロジェクト」

（事後評価）第１回分科会 資料５－２（１）

５．プロジェクトの概要説明

５．１ 事業の位置づけ・必要性

５．２ 研究開発マネジメント

５．３ 研究開発成果研究開発成果

５．４ 実用化の見通し

１９／２７

研究開発目標研究開発目標 と根拠と根拠

２．研究開発マネジメントについて (1)研究開発目標の妥当性 公開

研究開発目標研究開発目標 と根拠と根拠

研究開発項目 研究開発目標（最終） 根 拠

①高効率・高密度インバー
タユニット技術開発

具体的な製品応用を想定したSiCを用いた低損

失インバータユニットを試作し、電力変換損失

を同一定格のSiインバータユニットの30％以下

に低減する。

産業用モータ応用を目的とした汎用インバータ

において、SiCスイッチング素子を用いたオー

ルSiCインバータユニットを試作し、Siと比較し

て変換損失を大幅に低減することを実証し、

SiCパワ デバイスの価値を示すことが必要SiCパワーデバイスの価値を示すことが必要。

（１）インバータ大容量化技術

・SiCウェハの品質とその上に試作したスイッチ

ング素子特性の関連を明確化。

イ グ素子 大容量化 角級 プ

Siデバイスに対して明確な代替価値を見出す

為には、SiCワンチップの大電流容量化が必須。

これはSiCウェハ結晶欠陥をクリアできれば物

性的 能 そ 条件 明確化 そ実用化・スイッチング素子の大容量化：5mm角級チップ

を試作し、電流容量100Aの達成条件を明確化。

性的に可能。その条件の明確化こそ実用化に

必須の課題。

（２）インバータ信頼性向上基盤技術

SiCスイッチング素子の信頼性評価手法を開発 ノーマリオフ素子が可能であるMOSFETにおい

②高効率・高密度インバー
タ革新的高度化基盤技術
開発

し長期信頼性を決める要因を明確化。最大の

課題であるMOSスイッチング素子の酸化膜に

ついて 5mm角級チップを試作し、実用素子に

求められる信頼性を達成する条件を明確化。

て、ゲート酸化膜および酸化膜／SiC界面での

信頼性の確保が、従来からの重要課題であり、

信頼性達成の要件を得ることが必要。

（３）インバータ高パワー密度化基盤技術

素子当り10A以上のSiC低損失MOSスイッチン

グ素子（オン抵抗 2～5mΩcm2、耐圧0.6～1.7 

kV）の開発を行う。インバータ損失の限界設計

インバータは高エネルギー密度化すなわち高

性能化することにより、小型化し製品価値の向

上に繋がる。SiCデバイス応用によるその究極

点およびもう一つ長所である高温での動作が
技術を開発し、高パワー密度（50W/cm3以上）

のSiCインバータ実現の条件・見通しを明確化。

また、高速制御技術及び高温（250℃）環境で動

作可能な実装技術の指針を提示。

点およびもう つ長所である高温での動作が

可能であるという点について、見極めることが

SiCパワーデバイスの将来展望を持つことに繋

がる。 ２０／２７事業原簿 ９頁



２．研究開発マネジメントについて (2)研究開発計画の妥当性 公開

開開 発発 予予 算算

（単位：百万円）

'06 '07 '08 合計'06 '07 '08 合計

① 高効率・高密度インバータユニット技術 656 368 250 1 274① 高効率 高密度インバ タユ ット技術 656  368  250  1,274 

② 高効率・高密度インバータ革新的高度化
基盤技術開発

1,411  721  638  2,770
基盤技術開発

合 計 2,067  1,089  888 4,044 

事業原簿 概要－１ ２１／２７

２．研究開発マネジメントについて (2)研究開発計画の妥当性 公開

研究開発のスケジュール（１）研究開発のスケジュール（１）研究開発のスケジュール（１）研究開発のスケジュール（１）

│ 656百万円 │ 368百万円 │ 250百万円予算合計
1 274百万円

事業原簿 １２頁

1,274百万円

２２／２７



　

Ｈ18上期 Ｈ18下期 Ｈ19上期 Ｈ19下期 Ｈ20上期 Ｈ20下期

開発計画と進捗

１．大容量化基盤技術

　　　素子特性評価技術確立

大容量素子評価

PiN,SBD,MOSFET

　

エミッション顕微鏡、自動プローバ評価

プロセスの確立と整備

リーク電流の原因欠陥同定 5mmMOSの試

4インチSBD用ウェハ評価

PiN,SBD,MOSFET

　　　　ウェハ欠陥評価手法

　
3mmTEGでの10A

確保条件の明確化

5mmSBDの試作

Cキャッププロセス

5mmTEGでの100A

確保条件の明確化

マッピング評価手法の確立／Ｘトポの高度化

基底面転位／貫通刃状転位解析法 複合欠陥仮説提唱

実デバイス解析への展開

２．高信頼性化基盤技術

　　　　信頼性評価技術確立

ＭＯＳcapacitar信頼性評価

法 度
実デバイス解析への展開

評価手法の確立と整備

酸化条件の再検討
両立条件確立（Ｓｉ面）

両立条件確立（Ｃ面）

評価用5ｍｍTEG試作

5mmTEGでの信頼性

3mmTEGでの信頼性

確保条件の明確化

３．高パワー密度化
　　　　　　　基盤技術

低オン抵抗デバイス

酸化条件の再検討

（信頼性、移動度の両立） 両立条件発見 確保条件の明確化

プレス発表
IEDM2006

オン抵抗0.1ΩMOSチップ

オン電圧1.2V SBD

高パワー密度設計
特性オン抵抗1.8ｍΩ、10A級MOS

高パワー密度インバータ統合設計

シミュレーション

ツール確立

試作デバイスでの回路損失の評価
All SiC高温動作チョッパ

での妥当性確認

50W/ccの条

件と見通し

インバータ高機能化

高温実装、他

試作デバイスでの回路損失の評価 での妥当性確認

高速連携変換器試作による

設計手法妥当性の確認
インバータ連携制御、EMI障害除去基本技術 高速連携制御に伴うノイズ

伝播とその対策の明確化

高温PKG試作、耐久試験

高温動作時の信頼性検証

（ ℃）

MOS高温信頼性／ハイブリッド銀ペースト／Al電極直接

（200℃）ダイ側、引き出し、素子電極の信頼性確保

H18後期加速化 H19後期加速化 H20前記加速化 ２３／２７事業原簿 １２頁

研究開発の実施体制研究開発の実施体制

２．研究開発マネジメントについて (3)研究開発実施の事業体制の妥当性 公開

目標達成及び効率的研究開発の実施体制研究開発の実施体制

NEDO

目標 成及 効率
実施のために必要な実
施者間の連携and/or競
争が十分に行われる体
制となっている。

ＰＬ

「パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発」事業研究体

ＰＬ

伊丹サイト

「高効率・高密度インバータ

つくばサイト

「高効率・高密度インバータ

革新的高度化基盤技術開発」ユニット技術開発」

早期実用化を目指したSiC

インバータユニット開発

大容量・高信頼度デバイス（高信頼度100A／チップ）

＆ 高パワー密度インバータ（ 50W／cm3 ）への

見通しの明確化
開発技術

（ １４ｋVA）
三菱電機（株） （独）産業技術

技術開発室

総合研究所
(財)新機能素子研究開発協会

再委託
電中研

共同実施

首都大、千葉大、
物材機構、JAXA

技術開発室
日立、東芝、沖、
富士電機ＤＴ、シ
ャープ、日産

共同実施
大阪大、
東工大

ウェハ品質評価管理室

我国のトップメー
カーが実施者と
して参画。

実用化シナリオ
に基づき、成果
の受け取り手
（ユーザー、活
用・実用化の想
定者等）に対し 素子協がウェハ

事業原簿 １７－１８頁

ウェハ品質評価管理室
三菱電機

我国のトップメー
カーが実施者と
して参画。

定者等）に対し
て、関与を求め
る体制を整えて
いる。

素子協がウェハ
品質評価管理を
担っている。

２４／２７



２．研究開発マネジメントについて (3)研究開発実施の事業体制の妥当性 公開

プロジェクト運営実施体制プロジェクト運営実施体制プロジェクト運営実施体制プロジェクト運営実施体制
ＰＬが各種委員会も含めてプ
ロジェクト全体を統括する体
制。

事業原簿 ２７頁 ２５／２７

加速財源投入実績加速財源投入実績 (2006(2006～～20082008年度年度))

２．研究開発マネジメントについて (４)情勢変化等への対応等 公開

加速財源投入実績加速財源投入実績 (2006(2006～～20082008年度年度))

件名
金額

(百万円)
目的 成果

2006年度
高効率・高密度インバー

タユニット技術の開発促

進のための露光装置と

高輝度X線分析装置の

３３５

世界で最小のオン抵抗値を持つIEMOSFETの開

発・実証を行ったことから、更にSiCウェハの結晶

欠陥低減に資するデバイスの特性分析とデバイス

製造要素技術の高度化を図る

SiC素子化に必要な露光装置と高輝度X線分析装

置の導入により、電気特性と結晶欠陥の対応付け

が加速されたことにより、デバイスキラー欠陥がより

明らかになり プロジェクト目標達成が加速された

2006年度

高輝度X線分析装置の

購入

製造要素技術の高度化を図る。 明らかになり、プロジェクト目標達成が加速された。

高効率・高密度インバー

確立したSiC基板欠陥評価方法を用いて、４インチ

ウェハ評価を実施し、三菱電機において、ダイオー
国産の4インチウ が米国C 社製と同等の品質

2007年度
高効率 高密度

タ革新的高度化基盤技

術の開発促進のための

４インチウェハ、インライ

ン４インチウェハ評価設

２４０

ウ 評価を実施 、 菱電機 、

ド試作評価を実施する。これにより、素子特性劣化

メカニズム解明に資する共に、実用化のためのプ

ロセスコストの低減を図った高効率インバータ実現

に向けての課題解決に資する。また、フィルター等

国産の4インチウェハが米国Cree社製と同等の品質

との評価結果を得た。また、4インチウェハ上デバイ

ス試作の加速としてインライン評価が可能な4インチ

対応プロセスを準備すると共に、SiCインバータ回路

の高周波動作評価を行った
備、インバータ動作評価

装置の購入

の小型化が期待できるインバータの高キャリア周

波数化に関し評価検討を行い、その効果を検証。

の高周波動作評価を行った。

SiCを用いたインバータ実用化に向けては、材料 SiCデバイスプロセスのボトルネックであった活性化2008年度
高効率・高密度インバー

タ革新的高度化基盤技

術の開発促進のための

カーボンキャップ装置の

購入

８５

欠陥・プロセス起因欠陥の低減によるデバイスの

歩留まり信頼性向上が求められており、そのため

の基盤技術の確立を図るためにもプロセス起因欠

陥においては、イオン注入後に行う活性化熱処理

によるウ ハ表面荒れが最も大きな課題であ た

熱処理に関し、カーボン保護膜で表面荒れを抑制

できるプロセスを見出し、100A級SiC-SBDや10A級

SiC-MOSFET（IE-MOS)の試作に成功。IEMOSにつ

いては、加速資金で導入したカーボンキャップ装置

による耐圧歩留まり向上を確認し インバ タ回路

事業原簿 ２８－２９頁

購入 によるウェハ表面荒れが最も大きな課題であった。

これを回避できる手法を確立する。

による耐圧歩留まり向上を確認し、インバータ回路

での評価に使用する10A級IEMOSを製作した。

２６／２７



２．研究開発マネジメントについて (４)情勢変化等への対応等 公開

１．PL主催による「プロジェクト技術委員会（年2回)」開催１．PL主催による プロジェクト技術委員会（年2回)」開催

＊＊＊ 外部有識者の意見を運営管理に反映 ＊＊＊
① 東京大学 正田 英介 名誉教授

② JSTイノベーションプラザ京都 松波 弘之 館長

③ 横浜国立大学 河村 篤男 教授

④ ㈱NTTファシリティーズ 池辺 裕昭 常務取締役

⑤ トヨタ自動車㈱ 車輌技術本部 川橋 憲 主査

＜反映内容＞
◇ ウ デバイス特性評価の徹底とプロジ クトのサイト間の連携◇ ウェハ⇔デバイス特性評価の徹底とプロジェクトのサイト間の連携 ：

実用化実証の企業サイトより４インチウェハの評価のため、

つくばサイトのウェハ品質評価管理室に研究者を派遣。

◇ インバータのエネルギー密度の評価基準（体積、熱損失計測）のレベル合わせを実施。

２．その他、以下の委員会を開催
「推進連絡会議」 ： プロジェクトの適時・適宜な運営

「業務委員会(年2～3回)」 ： 企業戦略とのすり合わせ

「ウェハ調達委員会(月１回)」 ： 高品質国内ウェハの調達と品質向上への働きかけ

事業原簿 ２７頁

ウェハ調達委員会(月１回)」 ： 高品質国内ウェハの調達と品質向上 の働きかけ

「発明審査会」 ： 適切な出願と実用化を促進する知財の運用

２７／２７


